
吸収合併に関する事前開示書面 
（会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条に基づく開示事項） 

 

 2026 年 10 月 19 日 

東京都港区麻布台一丁目３番１号 

株式会社ＳＨＩＦＴ 

代表取締役社長 丹下 大 

 

 株式会社 SHIFT（以下「当社」といいます。）は、当社を吸収合併存続会社、DICO 株式会社（以

下「DICO」といいます。）を吸収合併消滅会社として、2026 年 12 月１日を効力発生日として、吸

収合併（以下「本吸収合併」といいます。）を行うことを決定し、2026 年９月 1 日付で、両社の

間で吸収合併契約書（以下「本吸収合併契約」といいます。）を締結しました。 

本吸収合併に関し、会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 191 条により開示すべき事項

は以下のとおりです。 

なお、本吸収合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項に規定する簡易合併となります。 

 

１. 吸収合併契約の内容（会社法 794 条第１項） 

別紙「吸収合併契約書」のとおりです。 

 

２. 会社法第 749 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めがないことの相当性に

関する事項（会社法施行規則第 191 条第１号） 

吸収合併存続会社である当社は、吸収合併消滅会社である DICO の完全親会社であること

から、本吸収合併に際して、合併対価として株式又はこれに代わる金銭等の交付は行いませ

ん。 

 

３. 会社法第 749 条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

（会社法施行規則第 191 条第２号） 

   該当事項はありません。 

 

４. 吸収合併消滅会社についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 191 条第３号） 

イ. 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙のとおりです。 

ロ. 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

ハ. 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産

の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

５. 吸収合併存続会社についての次に掲げる事項 

イ. 吸収合併存続会社において最終事業年度の末日（最終事業年度がない場合にあっては、

吸収合併存続会社の成立の日）後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容（吸収合併契約等備置

開始日後吸収合併の効力が生ずる日までの間に新たな最終事業年度が存することとなる

場合にあっては、当該新たな最終事業年度の末日後に生じた事象の内容に限る。） 

金融商品取引法に基づく有価証券報告書及び半期報告書を関東財務局に提出しており、 

電子開示システム（EDINET）により閲覧可能な有価証券報告書等に記載の「重要な後発

事象」に記載の事項と以下の通りでございます。 

 当社子会社の吸収合併に関するお知らせ  

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS95685/375b1f8d/efac/44bb/b125/888f81a57e4d/140120251105587915.pdf


 自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ （会社法第 165 条第２項の規定に

よる定款の定めに基づく自己株式の取得）  

 当社子会社（株式会社 ADX Consulting）の吸収合併に関するお知らせ  

 当社子会社（Airitech 株式会社）の吸収分割及び連結子会社間の吸収合併（存続会

社：株式会社シムテック）に関するお知らせ  

 （開示事項の中止及び変更）子会社設立の中止及び当社子会社の吸収合併スキーム

変更に関するお知らせ 

 特例子会社（株式会社 SHIFT HAP）設立に関するお知らせ 

 東京瓦斯株式会社との総額 150 億円の共同出資による投資事業有限責任組合（孫会

社）設立にむけた基本合意に関するお知らせ 

 連結子会社における持分譲渡（孫会社の異動）に関するお知らせ 

ロ. 吸収合併存続会社において最終事業年度がないときは、吸収合併存続会社の成立の日に

おける貸借対照表 

当社は最終事業年度があるので、これに該当しません。 

 

６. 吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務（会社法第 799 条第１項の

規定により吸収合併について異議を述べることができる債権者に対して負担する債務に限

る。）の履行の見込みに関する事項 

当社および吸収合併消滅会社のそれぞれの資産および負債について、本吸収合併の効力発

生日以後における両社の債務の履行に支障を及ぼす事情の発生及びその可能性は現在のとこ

ろ認識されておらず、当該効力発生日以後においても両社の資産の額は負債の額を十分に上

回ることが見込まれており、両社が負担すべき債務については履行見込みに問題ないものと

判断しております。 

 

７. 前開示開始日以降に上記事項に変更が生じたときは、変更後の当該事項 

変更がありましたら、直ちに開示いたします。 

以上 

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS95685/a886ec86/6f21/4f69/890f/28bc6afe7a45/140120260114533538.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS95685/a886ec86/6f21/4f69/890f/28bc6afe7a45/140120260114533538.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS95685/2cdef6c8/bb72/4912/a2c1/b0b93a3f6eb2/140120251222523912.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS95685/427d56f3/5665/4300/9228/971571bddda4/140120260114533477.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS95685/427d56f3/5665/4300/9228/971571bddda4/140120260114533477.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS95685/c984215e/8e9c/41f9/a54c/99e6d53e8210/140120260526548361.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS95685/c984215e/8e9c/41f9/a54c/99e6d53e8210/140120260526548361.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS95685/20188b74/1fa0/4927/a569/af953c1ae69b/140120260825525816.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS95685/28084aca/4ca9/4ffa/a89d/02f823596ed4/140120261015551340.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS95685/28084aca/4ca9/4ffa/a89d/02f823596ed4/140120261015551340.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS95685/06f4f249/aec3/4efd/8f23/210fdfcb4ff7/140120261015551381.pdf
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%b5%96%40%94%aa%98%5a&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%b5%95%53%8b%e3%8f%5c%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000079900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000079900000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000079900000000001000000000000000000


吸収合併契約書

　株式会社ＳＨＩＦＴ（以下、「甲」という。）及び DICO 株式会社（以下、「乙」という。）は、

合併に関して以下のとおり合意する。

（吸収合併）

第 １ 条　甲及び乙は合併して、甲は存続し、乙は権利義務の全部を甲に承継させて解散する

（以下、「本件合併」という。）。

　　　２　合併の当事者の商号及び住所は、以下の各号のとおりである。

　　　　（１）甲：吸収合併存続会社

　　　　　　　　商　号　　株式会社ＳＨＩＦＴ

　　　　　　　　住　所　　東京都港区麻布台一丁目３番１号

　　　　（２）乙：吸収合併消滅会社

　　　　　　　　商　号　　DICO 株式会社

　　　　　　　　住　所　　東京都渋谷区東三丁目２６－２

（吸収合併存続会社が交付する金銭等）

第 ２ 条　本件合併の効力発生日において乙は甲の完全子会社であるため、甲は、本件合併に

際して一切の対価を交付しない。

（増加すべき資本金及び準備金の額）

第 ３ 条　甲は、本件合併により、資本金の額及び準備金の額を増加しない。

（効力発生日）

第 ４ 条　本件合併の効力発生日は、２０２６年１２月１日とする。

　　　２　本件合併の効力発生日の前日までに本件合併に必要な手続を遂行できないときは、

甲乙間で協議の上、本件合併の効力発生日を変更することができる。

（合併承認決議）

第 ５ 条　甲及び乙は、本件合併の効力発生日の前日までに、それぞれ本契約の承認及び合併

に必要な事項に関する機関決定を行うことを要する。

（権利義務全部の承継）

第 ６ 条　甲は、効力発生日において、乙の従業員全員、資産、負債その他一切の権利義務を

承継する。

（会社財産の善管注意義務）

第 ７ 条　甲及び乙は、本契約締結後、本件合併の効力発生日に至るまで、善良なる管理者の

注意をもって業務の執行及び財産の管理運営を行うものとし、その財産及び権利義務

に重要な影響を及ぼす行為については、あらかじめ甲乙間で協議の上、これを行う。

b678c230-5765-4426-8cd9-89681be80acc



（契約内容の変更又は解除）

第 ８ 条　本契約締結後、本件合併の効力発生日に至るまで、天災地変その他の理由により、

甲又は乙の資産状態又は経営状態に重大な変更を生じた場合又は隠れたる重大な瑕疵

が発見された場合は、甲乙間で協議の上、本契約を変更し又は解除することができる。

（合併契約の効力）

第 ９ 条　本契約は、次の各号に掲げるときは、効力を失う。

　　　　（１）本件合併につき第５条に定める適法な甲及び乙の機関決定が得られないとき

　　　　（２）法令の定める関係官庁の承認が得られないとき

（規定外条項）

第１０条　本契約に定めるもののほか、本件合併に関し必要な事項について又は本契約の解釈

に疑義が生じた場合については、本契約の趣旨に従い甲乙間で誠意をもって協議の上、

決定する。

本契約の成立を証するため、本書１通を作成し、甲乙が記名押印の上、甲が原本を保管し、

乙が写しを保管するか、又は、本書の電磁的記録を作成し、甲乙が合意の後、電子署名を施し

て、各自その電磁的記録を保管する。

２０２６年９月１日

　　　　　　　（甲）東京都港区麻布台一丁目３番１号

　　　　　　　　　　株式会社ＳＨＩＦＴ

　　　　　　　　　　代表取締役社長　　丹　下　　大

　　　　　　　（乙）東京都渋谷区東三丁目２６－２

　　　　　　　　　　DICO 株式会社

　　　　　　　　　　代表取締役　　清水 恭兵

b678c230-5765-4426-8cd9-89681be80acc
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事 業 報 告 
 

自 令和 6 年 9月 1日 

至 令和 7 年 8月31日 

 

1.株式会社の現況に関する事項 

(1) 事業の経過及びその成果 

当事業年度におけるわが国経済は、ウクライナ情勢の長期化や原材料の供給不足

に加えて、 グローバルでの金利調整などを背景とした円安進行などもあり、国内外

における経済見通しは依然として不透明な状況が続いております。 

 SHIFTグループがサービスを提供するソフトウェア関連市場においては、産業界

全体に変革を起こすDX（デジタル・トランスフォーメーション）という概念のも

と、IT投資はますます多様化し、その重要性は高まり続けております。 

 こうした経営環境の中、当社では当事業年度において、営業力の強化による顧客

基盤の拡大、IT業界の構造変化に合わせたサービス提供力の向上、多様な人材獲得

手法の展開を重点課題として取り組んでおります。 

 この結果、当事業年度は、売上高7億12百万円（前年同期比5.2%増）、売上総利

益1億85百万円（前年同期比23.4%減）、営業利益16百万円（前年同期比85.4%減）、

当期純損失26百万円（前期は当期純利益78百万円）となりました。 

 

 

(2) 資金調達等についての状況 

① 資金調達 

該当するものはありません。 

 

② 設備投資 

該当するものはありません。 

 

③ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割 

該当するものはありません。 

 

④ 他の会社の事業の譲受け 

該当するものはありません。 

 

⑤ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継 

当社は、令和6年12月24日をもって株式会社モズー社の発行済株式の全てを取得

し100%子会社とし、令和7年3月1日をもって同社を吸収合併し、すべての権利義

務を承継しております。 

 

⑥ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分 

該当するものはありません。 
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(3) 直前 3事業年度の財産及び損益の状況        

区          分 

第12期 第13期 第14期 第15期 

令和4年8月期 令和5年8月期 令和6年8月期 令和7年8月期 

   (当事業年度) 

売      上      高（千円） 415,150 770,633 677,330 712,308 

当 期 純 利 益 

（△は当期純損失）(千円) 

 

103,338 

 

153,869 

 

78,627 

 

△26,645 

1株 当 た り 当 期 純 利 益 

（ △ は 当 期 純 損 失 ） （ 円 ） 

 

1,033,388円

03銭 

 

1,538,699円

48銭 

 

786,271円39

銭 

 

△266,452円47

銭 

総      資      産（千円） 341,653 516,959 542,019 524,859 

純      資      産（千円） 244,330 398,200 476,828 450,182 

（注）1．金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

２．第12期において、定款の一部変更を行い、決算日を12月31日から８月31日に変更

しております。これにより、第12期は令和4年1月1日から令和4年８月31日までの 

８か月となっております。 

 

 

(4) 対処すべき課題 

 当社では、以下の事項を経営課題として重視しております。 

① 優秀なIT人材の確保及びその育成 

② 市場環境（ニーズ）の変化への迅速な対応 

③ 生産性の向上（コスト削減・品質向上・納期遵守） 

 

 

(5) 主要な事業内容 

当社は、ゲームの企画、開発、プロデュース、およびローカライズ事業を主要な事業としており

ます。 

 

 

(6) 主要な拠点並びに使用人の状況 

① 主要な拠点 

本社 東京都 

 

② 使用人の状況 

使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

80名 21名増 37.4歳 2.6年 

（注） 1. 使用人数には､ パート・アルバイトは含んでおりません。 

 2. 平均年齢、平均勤続年数は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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(7) 重要な親会社及び子会社の状況 

① 親会社の状況 

会   社   名 資本金 
当社に対する 

議決権比率 
主要な事業内容 

株式会社ＳＨＩＦＴ 21,010千円 100.0％ 
ソフトウェアの品質保証、 

テスト事業 

 

② 重要な子会社の状況 

該当事項はありません。 

 

 

(8) 主要な借入先及び借入額 

該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 

（令和 7年 8月31日現在） 
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損 益 計 算 書 

自  令和  6年  9月  1日 

至  令和  7年  8月 31日 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

自  令和  6年  9月  1日 

至  令和  7年  8月 31日 
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【個別注記表】 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ······· 定率法 

（ただし建物附属設備については定額法を採用しております） 

無形固定資産 ······· 定額法 

長期前払費用 ······· 定額法 

 

(2) 引当金の計上基準 

貸倒引当金・・・・・債権の貸倒れによる損失の発生に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(3) 収益及び費用の計上基準 

開発、ローカライズ、パブリッシング、3D制作、人材派遣、カスタマーサポート事業、 

においては、顧客との役務提供契約に基づいてサービスを提供する履行義務を負っており

ます。当該履行義務は、サービスを提供が完了する時点において、顧客が当該サービスに

対する支配を獲得して充足されると判断し、提供完了時点で収益を認識しております。 

 

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 ··· 税抜方式によっております。 

 

 

2. 株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の数に関する事項 

 

 

 

3. その他の注記 

該当事項はありません。 

株式の種類 
前事業年度末 

の 株 式 数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

の 株 式 数 

普 通 株 式 100株 － － 100株 



附属明細書（計算書類関係） 

（令和 6 年 9 月 1 日から令和 7 年 8 月 31 日まで） 

 

1. 有形固定資産及び無形固定資産明細書 

 （単位：千円） 

区
分 

資産の種類 期首 

帳簿価

額 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期 

償却額 

期末 

帳簿価額 

減価償却 

累計額 

期末 

取得価額 

有
形
固
定
資
産 

建物 427 1,765 ― 168 2,024 1,182 3,206 

建物附属設備 1,166 3,635 ― 357 4,443 5,360 9,803 

工具器具備品 461 1,101 ― 426 1,136 6,726 7,863 

一括償却資産 3,064 960 ― 2,491 1,533 6,799 8,333 

計 5,119 7,463 ― 3,444 9,138 20,068 29,206 

無
形
固
定
資
産 

ソフトウェア 1,054  ― 320 734   

のれん 0 26,844 ― 1,342, 25,501   

電話加入権 0 17 ―  17   

計 1,054 26,861 ― 1,662 26,254   

注）1.建物・建物附属設備・工具器具備品・のれんの当期増加は、合併受入によるもの 26,844

千円等であります。 

 

2. 引当金明細書 

（単位：千円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

貸倒引当金 14,291 1,280 0 15,572 

 

  



3. 販売費及び一般管理費明細 

 



2025年 10月 23日 

DICO株式会社 

代表取締役社長 ガジェゴ・サンブラノ・エミリオ 殿 

 

監査役 福山 宗央 

 

 

 

監査報告書の提出について 
 

 私、監査役 福山 宗央は、会社法第 381条第 1項の規定に基づき監査報告書を作成しまし

たので、別紙の通り提出いたします。 

 

 

以 上 
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監査報告書 

 
 私、監査役 福山 宗央は、2024年 9月１日から 2025年 8月 31日までの第 15期事業年度

の取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし

ます。 

 

 

１．監査方法及びその内容 

 監査役は、取締役、使用人及び親会社の監査等委員会その他の者と意思疎通を図り、情報の

収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及

び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決

裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。   

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたし

ました。 

 さらに、会計帳簿及びこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検

討いたしました。 

 

２．監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認めます。 

 

 

2025年 10月 23日 

 

 

         DICO株式会社 

               

          監査役 福山 宗央 
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